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3. 人への曝露様態 

3.1. 基本概念 

この節では、人への曝露がどのようにして起こるのか、環境大気曝露、環境大気以外の曝露と

個人曝露量との関係について、基本的な概念を説明する。 
大気汚染物質が人に健康影響を発現するまでには、発生源からの排出(emission)→濃度

(concentrations)→曝露(exposure)→吸収(dose)→健康影響(health effects)、という段階を経る。

「曝露」とは、口や鼻で空気を吸い込む時の現象のようにとらえられるが、厳密に言えば鼻腔、

上気道、気管支、肺胞など呼吸器官各部位における接点で曝露は生じている。また、皮膚や消

化管における曝露もあるが、これらはタバコ煙を除けば粒子状物質の健康影響としてはほとん

ど考慮する必要がない。 
一般に曝露濃度とは、鼻や口で吸い込んでいる空気の濃度を指す。ここでもその意味で使うこ

ととする。実際に曝露濃度を測定する場合、理想的には鼻や口の近く（呼吸域）で、かつ呼気

の影響がないところでサンプリングすることになる。 
日本や欧米の一般住民が曝露する大気は、実際には生活時間のほとんどを屋内で過ごしている

ため屋内曝露が曝露全体の大半を占めることになるが、屋内の粒子状物質には、屋内で発生し

た粒子状物質の曝露などとともに屋外から侵入している粒子状物質も多く含まれる。すなわち

人の粒子状物質への曝露では、屋外はもとより、屋内でも環境濃度と密接に関連している。 
個人曝露量の総体は、環境大気中の粒子状物質と環境大気以外の粒子状物質の曝露と分けるこ

とができる（T（個人曝露量）＝A（環境大気曝露）＋N（環境大気以外の曝露））。 
ここで A は、Ea（外気曝露）と Eai（屋内に入った外気の曝露）に分解でき、N は、Eig（屋

内発生粒子の曝露）、Eir（屋内で反応して発生した粒子の曝露）、Epc（人の活動で発生した粒

子の曝露：personal cloud）に分解できる。 
また、個人の 1 日の生活を考えると、A は、ｙC（屋外平均濃度）と（1―ｙ）Cai（屋内に入

った外気濃度）（ｙは屋外にいた時間割合）の和と考えることができる。このように、曝露の中

身を分解することは、以下の個人曝露の考察に役立つ。 
個人曝露を時間経過で考えると、ある時間における曝露総量は曝露濃度と時間の積分と考える

ことができる。実際には個人が滞在する場所ごとにある単位時間の平均濃度を測定して、濃度

を掛けて求めることになる。ただし、場所ごとの平均濃度は、対象の個人がそこにいた時だけ

の平均濃度を測定することは通常困難なことから 12 時間あるいは 24 時間の平均濃度を測定し

て用いる。しかし、実際にはそれぞれ場所の濃度は時間によって変化し、さらに対象者の活動

による発生（Epc）により曝露濃度が上昇することもあるため、固定式測定器により、その場所

における人の活動のない時間帯を含む長時間の平均濃度を用いて個人曝露を推定する場合には、

過小評価になりやすいことに注意を払う必要がある。 
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図 3.1.1 仮定的な曝露時間プロファイル 

 
 
3.2. 環境濃度（大気中濃度） 

ある地域の環境濃度（大気中濃度）は一般環境大気測定局（以下、測定局という。）における

測定濃度で代表されることが多い。地域集団（住民）を対象とした多くの疫学調査研究におい

ても、対象地域内の一測定局の濃度あるいは複数の測定局の平均濃度を地域全体の環境濃度と

して、それをそのまま曝露濃度（あるいはその代替指標）にして解析をしている。 
環境濃度も当然地域内で異なっているが、測定局における測定濃度を地域の環境濃度として疫

学研究に採用するには、地域内に分布する住宅周辺の屋外濃度と測定局における濃度とが大き

な差が無く、日間変動についても十分な相関を持っていることが確認できることが必要である。 
Oglesby ら(2000)は、スイスのバーゼルにおける研究で、それぞれの被験者の家の屋外で測

定した PM2.5濃度にはほとんど空間的にも変動がなく、固定モニタ地点における PM4濃度と強

い相関があったことから、逆にそれぞれの屋外で測定した PM2.5濃度をバーゼルの PM2.5濃度と

考えてよいと結論づけた。 
国内の測定事例では、環境省「微小粒子状物質曝露影響調査報告書」（平成 19 年 7 月、以下、

この節において「報告書」という。）に７地域の結果が掲載されている。地域内の測定局に家屋

外の測定に用いたサンプラで同時に測定した結果、PM2.5の屋外の平均濃度は測定局における濃

度とほとんど一致していることが確認された。家屋ごとの濃度のばらつきについては、一例と

して取手市の結果を図 3.2.1、3.2.2 に示す。この例では、PM2.5の屋外濃度測定値は、秋季、夏

季で平均から大きく外れた値がまれに観測されたが、ほとんど屋外濃度の平均値と一致し、変

動係数は春季、冬季、秋季がいずれも 8％、夏季が 20％であった。これら国内外の測定結果か

ら、小地域内ではその地域内の一般局などの固定モニタ地点における測定濃度（環境濃度）を

もって対象家屋の屋外濃度の代替とすることは可能であると考えられる。 
 

 汚染物質曝露がどのように

時間の関数として平均曝露, 
統合曝露, ピーク曝露瞬間的

曝露と関係しているかを示

す 
（t2-t1=T） 

Duan(1989); Zartarianら
(1997)より作成 
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図 3.2.1 茨城県取手市における地域内測定局での PM2.5濃度と対象家屋の屋外、屋内、

個人曝露の各平均濃度 

「微小粒子状物質等曝露影響調査」報告書(環境省(2007))より作成 
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図 3.2.2 茨城県取手市の春季における対象家屋の屋外 PM2.5濃度と屋外平均濃度および地

域内測定局での濃度 

「微小粒子状物質等曝露影響調査」報告書(環境省(2007))より作成 
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3.3. 屋外濃度（大気中濃度）と屋内濃度、個人曝露濃度との関係 

個人曝露研究では、被験者の選定の仕方で、確率的方法と意図的すなわち非確率的方法に分け

られる。確率的方法では、母集団から一定の基準で被験者をランダムに選定するため、その結

果は対象集団に関する統計的推定を行うことができる。これに対し、意図的方法は対象者の特

性を限定することで、特定の集団における曝露状況は把握できるが、被験者が含まれる母集団

との関係は分からないため、母集団全体の平均的な曝露濃度の推定を行うことはできない。 
対象選択の方法とは別に、研究の方法により、小数の被験者を何日も継続して測定する縦断型、

多数の被験者ではあるがそれぞれの被験者を 1 日か 2 日異なる日に測定するプール型、多数の

被験者を同じ日に測定する日平均型の 3 つに区分できる。 
確率的方法による研究は、ほとんどがプール型であり、意図的方法の研究はプール型もあるが

多くは縦断型である。日平均型の研究に該当するものはこれまで 14 名を 14 日間測定した 1 研

究だけであった。「報告書」(環境省(2007))にある国内７地域で実施した個人曝露調査では、地

域ごとには 10 名前後の規模で 2 季節（計 14 日間）測定しており、７地域では 100 名以上の測

定規模となり、これまでで最大規模の調査といえる。 
プール型研究においては、環境濃度あるいは屋外濃度と、屋内濃度や個人曝露との相関関係が

ほとんど見られないという結果が多く出されてきた。しかし、Mage ら(1999)は個人ごとでは

縦断的（経時的）測定により屋外濃度と屋内濃度に強い相関関係があっても、それぞれの家屋

で屋内／屋外濃度比が異なる場合や特異的な非環境曝露が入る場合、横断的なプール型研究で

は屋外濃度と屋内濃度の相関関係が非常に低くなることを立証した。実際、Tamura ら(1996)
及び Janssen ら(1997)、Janssen ら(1998)、Janssen ら(1999)の縦断型研究では、個人曝露

と環境濃度の相関は、プールされたデータから得られた相関よりも強いことを明らかにした。

また、国内７地域の調査結果も、環境濃度と個人曝露濃度の相関が強いことを示した。 
もっとも、縦断的な研究の結果においては、必ずしもすべての家屋において屋外濃度と屋内濃

度に強い相関があるわけではない。幹線道路に面している鉄筋集合住宅などでは騒音防止のた

めに機密性の高い窓枠を採用し、常時窓を閉め切りエアコンで屋内環境を管理しているところ

がある。このような場合は、屋内での発生がない場合であっても、当然屋内と屋外濃度間に相

関はない。 
米国における調査結果では、屋内や個人曝露濃度が屋外（環境）濃度を上回っていた。これは

屋内における PM の発生が個人曝露に重要な要素であることを示している。また、個人曝露濃

度や屋内濃度と屋外濃度や環境濃度との相関が乏しい結果となっていた。 
日本における継続的な調査結果では、図 3.3.1 のように全体としても屋内濃度と個人曝露量と

の間に強い相関があり、また多くの場合屋内濃度の方が屋外濃度より低いか同じレベルである

ことがわかった（「報告書」環境省(2007)）。 
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図 3.3.1 国内７地域の夏季・秋季における測定日ごとの屋外・屋内・個人曝露平均濃度 

図中の印は地域の違いを示す。 
「微小粒子状物質等曝露影響調査」（環境省(2007)）データより作成 

 
また、沿道など屋外濃度が高い場合には屋内の方が屋外より低い傾向があった。屋内の人の行

動による屋内大気中への粒子状物質の発生という点では、屋内で靴を脱ぐなど欧米と異なる日

本の生活習慣が屋内濃度を欧米より減少させている可能性がある。 
さらに、Janssen ら(1995)や Tamura ら(1996)は、米国や日本における研究で、喫煙や線香

など屋内の発生源が存在しない条件で継続的の測定した場合には、個人曝露と環境濃度との間

に強い相関があることを示した。これらの結果から、個人曝露における環境粒子曝露と非環境

粒子曝露を分けて考察する必要性が確認された。 
 

3.4. 環境濃度から個人曝露濃度を推定することの妥当性 

現代の日本人は、学生や勤め人も含めた平均値で１日のうち平均 15.8 時間在宅している（2005

年「生活時間調査」NHK 放送文化研究所(2006)）。外出先でも屋内にいる時間が多いため、平

日の生活時間の約 90％を屋内で過ごしているという統計がある（塩津ら(1998)）。世界的にも先

進国では約 85％、途上国では約 70％が屋内で過ごしている(World Health Organization(2006)

より推計)。また、米国 EPA では、12 歳以上の屋内滞在時間として約 21 時間（屋外 1.5 時間、

車中 1.5 時間）を曝露評価の推奨値としている（U.S.EPA National Center for Environmental 
Assessment of Office of Research and Development(1997)）。このように、個人曝露はほとん

ど屋内濃度によって決定されるのが現状である。一方、多くの研究で、一定の地域内であれば

その地域の一般環境モニタリング局で測定されている環境濃度と地域内の各家屋の屋外濃度は

大きな差が無いことも示されている。従って、個人曝露濃度と環境濃度に関する相関関係の強

さは、屋外濃度と屋内濃度に関する相関関係の強さを見ることで概ね推定できる。 
Wilson ら(2000)は、米国の PTEAM 研究の結果を再評価し、PM10における環境大気由来の

粒子（以下、環境粒子という。）の日中の屋内での侵入率と、総個人曝露量に占める環境粒子曝

露の率（A／C）の度数分布を求めた。図 3.4.1 に示すとおり、屋内おける環境粒子の割合はさ

ほど高くなく、また屋内における総個人曝露量に占める環境粒子の割合についても同様に高く

ない。従って、図 3.4.2（ａ）および（ｃ）に示すとおり、環境濃度と総個人曝露濃度との相関
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は弱く、また、環境濃度と非環境粒子の個人曝露濃度との相関はなかった。しかし、（ｂ）図の

ように環境粒子に限れば個人曝露濃度と環境濃度とは強い相関があることが認められた。この

ことから、疫学研究において、環境粒子の個人曝露濃度の代替として環境濃度を用いることの

妥当性が示された。 
 

 
図 3.4.1  PTEAM 研究データから推定した日中の FINF（a）及びα（b）分布 

出典： Wilson ら(2000) 
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図 3.4.2  PTEAM 研究のデータを用いて推定された PM10へ日中の個人曝露の回帰分析：環

境濃度に対する（a）PM への総個人曝露,（b）環境 PM への個人曝露及び（c）非

環境 PM に対する個人曝露 

出典：Clayton ら（1993）。Mage ら（1999）及び Wilson ら（2000）のデータを EPA
が改変したもの 

 
調理や人の活動による屋内発生源が無視できる夜間には、屋内・屋外濃度比あるいは侵入率を

用いて屋内における環境大気成分を決定することができる。Long ら(2001)は、ボストンにおけ

る９家屋の測定で得た夜間の測定データから、粒子径別の屋内・屋外濃度比を求めた。 
屋外環境の粒子は、0.5µm 以上では粒径が大きくなるほど侵入率が低下し、0.1µm 以下では

小さくなるほど侵入率が低下し、夜間では 0.1～0.5µm ではほぼ 90％から 100%が屋外からの粒
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子であるという結果であった。また、屋内に浸透する環境 PM は空気の交換率が低い秋よりも

交換率が高い夏に高くなっていた。 
 

 
図 3.4.3 季節の夜間 1 時間ごとの非発生源データによる幾何平均侵入因子（屋内/屋外比） 

大気交換率のボックスプロットを各プロットに挿入して示した（ボストン, 1998） 
出典：Longら(2001) 

 
このように、PM2.5に該当する微小粒子は、粗大粒子に比べ屋内に侵入しやすく、屋外濃度と

の差が小さいことから、PM10以上に個人曝露濃度との相関が強い PM2.5の環境濃度は、個人曝

露濃度の代替指標として適していると言える。 
粒子状物質によるヒトへ健康影響は、汚染物質の特性（粒径）や、ヒトの感受性、活動性（呼

吸量）などに影響される。粒径については、粒径が小さくなることで、ヒトの呼吸器部位にお

ける粒子の沈着のしやすさに変化が生じることと併せて、図 3.3.1 に示すとおり屋内における

曝露が屋外における曝露と差が少なくなることについても考慮する必要がある。また、活動と

呼吸量については、バイクで走る場合と自転車をこいで走る場合では、呼吸量が 2 倍違うこと

によって自転車をこいだ方の曝露量がバイクの 2 倍になる知見もある。このように正確な個人

曝露量の把握が必要になる場合は、単に曝露濃度だけではなく呼吸量も合わせて把握すること

が重要である。 
 

3.5. 個人曝露量の推定 

個人曝露の測定は、理想的には対象者に個人サンプラを装着し、呼吸域の大気を対象時間中連

続的にサンプリングすることが望ましい。しかし、この様な測定法は多数の対象者に実施する

ことは現実的ではないため、多くの疫学研究では地域集団（住民）の曝露の代替物として、一
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般大気環境測定局の測定濃度を用いることが多い。 
 

3.5.1.  直接的方法：個人サンプラあるいは個人曝露モニタによる測定 

PM2.5の個人曝露濃度測定のため、対象者個人に装着して測定する個人サンプラー（吸引ポン

プとフィルタホルダ）に要求される条件をまず確認しておく。 
吸引ポンプとしては、捕集試料の秤量、分析のためには吸引流量が大きく、流量低下が無く、

小型・軽量で低騒音かつバッテリが長時間持つことが望ましい。しかし、これらの条件をすべ

て満たすものは現時点では存在していないため、実験の条件に応じて適当な機材が選ばれるの

が現状である。 
吸引ポンプから発生する騒音については、かなり小さな音でも就寝時などの障害になること

から、夜間は防音箱に収納するなど特別な防音対策が必要である。調査時の利便性から、タイ

マーは捕集データを記憶する仕組みがあることが望ましい。また、通常内蔵バッテリは 12 時間

程度しか駆動できないものが多く、現状では小型軽量の 2L/min 程度の吸引量に対応するポン

プが一般的であるが、24 時間の平均濃度の測定を必要とする場合は外部電池を追加する必要が

ある。 
個人サンプラ本体（フィルタホルダ）の要件としては、所定の吸引流量で正確に PM2.5 を分

級捕集できることが必要である。また、既存の SPM あるいは PM10濃度測定データと比較する

ために同時に胸部粗粒子（すなわち PM10-2.5）あるいは PM10、SPM が捕集できることが望まし

い。また、インパクタあるいはサイクロンの捕集面にはグリ－ス塗布などにより確実に土壌粒

子や屋内のほこりなどの粗大粒子を捕集して除外する仕組みが必要である。また安価であり、

フィルタ交換などの操作性が良いことも望ましい。 
これまでに多くの調査研究で用いられてきた PM2.5を分級捕集する個人サンプラ（フィルタホ

ルダ）としては、慣性衝突原理を利用したハーバード・インパクタ（吸引流量 4L/分、2.5µm 又

は 10µm の 50%カットポイント、MSP）と MSP-PEM（2L/分、2.5µm、SKC）、遠心力を利

用したスパイラルサンプラ（2L/分、2.5µm、SKC）が知られている。大多数の研究では、PM2.5

あるいは PM10どちらかだけが測定されており、胸部粗粒子の個人曝露に関するデータは非常に

少ない。 
日本では捕集特性を PM2.5に合わせた個人サンプラは作られていなかったが、数年前に多段イ

ンパクタにより PM10-2.5と PM2.5を同時に捕集する ATPS-20H、NWPS-35H（2.5L/分、Sibata）
が作られた。特に ATPS-20H については、スパイラルサンプラおよび MSP-PEM との並行測定

を行って捕集性能などにおいて両機種に比べ遜色ないことを確認している（「報告書」環境省

(2007)参照）。また、吸引ポンプについては静音タイプのものが開発され、そらプロジェクト

（後述）で用いられている。 
個人曝露モニタでは、原理はいずれも光散乱法を用いており、ダストトラック・エアロゾルモ

ニタ（TSI）、ｐDR（MIE）、PDS-2（Sibata）などがある。通常は吸引する粒子径を 2.5µm 以

下にするなどの制限をしていないが、ｐDR と PDS-2 などでは吸引部に PM2.5 のインパクタを

設置し排気部にミニポンプを接続して規定の流量で吸引することにより PM2.5 粒子のみを測定
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することができる。ただし、光散乱モニタは測定粒子径や粒子表面の反射率によりによる散乱光

量が違うため、モニタに表示された濃度に、並行測定（フィルター捕集による測定）で求めた重

量濃度から補正して濃度を算出する必要がある。 
これらのモニタを用いることにより、短時間の高濃度曝露が生じているか知ることができるよ

うになり、屋内における調理時の粒子状物質への曝露が高濃度になることなどが明らかになった。

ただし、高湿度の条件では、光散乱モニタは高濃度を表示するため注意を要する。モニタを吸引

ポンプにつなぎ、吸引口に PM2.5用のインパクタとさらに乾燥用の装置を取り付ければより正確

な測定が可能となる。こうなると個人に装着して使用するには適さないが、屋内など限られた微

環境（Microenvironment）のモニタリングには利用可能である。 
このように、直接対象者にサンプラやモニタを装着するのではなく、サンプラを定置して微環

境を測定する場合は、粒子の重量濃度だけでなく、粒子中の成分分析にとって有利な吸引量の多

いポンプを用いることができるため、10L/分から 40L/分で 12 時間あるいは 24 時間捕集するこ

とが多い。 
また、PM2.5ではないが、ナノ粒子を含むより小さな粒子数を測定する CPC（凝縮粒子カウン

ター）も最近では小型化して携帯できるようになったため、沿道や屋内などの微環境の計測など

で有意義な情報を提供することが期待される。 
個人曝露測定では、できるだけ呼吸域でサンプリングすることが望ましいが、24 時間など長

時間サンプラを装着しておくことは困難であることから、局所的な発生が無視できる場合は、サ

ンプラを携行して身近に置いてサンプリングすることが現実的な次善の策と考えられる。 
環境濃度と屋内濃度、個人曝露との関係を検討する時には、対象家屋の粒子の特異な室内発生

（線香等）や居住者の喫煙の有無が重要な要素となる。特に喫煙の影響は、屋内でのわずかな喫

煙によっても 24 時間の PM2.5平均濃度を数倍にまで増加させることがある。このため、対象者

が限られる実際の個人曝露調査では喫煙者や粒子の特異な屋内発生がある対象を除くように設

計される。 
 

3.5.2. モデルによる推定方法 

個人曝露モデルは、モニタリングデータに基づく統計的モデル、物理的関係を用いるシミュレ

ーションモデル、変動や不確実性を考慮した物理的確率モデルが作られている。 
曝露モデルには、微環境の曝露を経時的に測定して評価する時系列アプローチと、微環境の

24 時間などの平均濃度と各微環境の滞在時間から推定する時間平均アプローチがある。個人の

曝露濃度の正確な推定は前者の方法のみ可能であるが、集団に対する個人曝露を評価するために

は、後者を用いることができる。これまでの多くの曝露研究では、日内の濃度変動を考慮して屋

内及び屋外の 24 時間平均濃度と滞在時間から曝露濃度を推定している。 
沿道に居住する住民の健康影響に関する疫学研究において、沿道に居住する住民の個人曝露の

指標として、最初は幹線道路からの距離を用いていた。その後、詳細な曝露濃度の推定手法とし

て、道路からの発生量を交通量、排出係数、再飛散率などを用いて推計する交通モデルが作られ、

これをもとに拡散モデルやシミュレーション実験を組み合わせて沿道周辺地域の濃度分布を推
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定する方法が用いられた。 
環境省で実施している「局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査（そらプ ロジ ェクト）」

（http://www.env.go.jp/chemi/sora/index.html）においても、沿道における自動車排出ガスの排

出量、気象条件、道路・周辺建物構造を考慮して作成した拡散モデルによって、対象地域の年間

平均濃度マップを作成している。対象者の居住地や小学校などの行動空間毎に年間平均屋外濃度

を推計し、対象の属性（児童、成人）別にそれぞれの平均的な生活時間データを結合させること

により、調査対象者の個人曝露を把握することとしている。さらに、PM2.5粒子中の EC、OC 濃

度を測定し、両濃度と濃度比をもとに、自動車排ガス由来の個人曝露の評価をおこなう。 
対象者個人の行動については、通常本人が記録する時間活動日誌で把握する。集団的な曝露評

価では行動時間のデータベースが用いられる。米国では、EPA の国立曝露研究所が 11 の異なる

人の活動パターン研究から 22, 000 人日以上の活動時間データを統合した「統合ヒト活動データ

ベース（Consolidated Human Activity Database：CHAD）」があり、曝露分析のために多様な

特性を有する集団コホートのモデルを構築することができる。 
日本では総務省統計局が 1976 年から 5 年ごとに「社会生活基本調査」を実施しており、この

生活時間調査が最も充実したデータを提供している。最新の 2006 年の調査では国勢調査の調査

区から 6,696 調査区を選定し、その中でランダムに選定した約 8 万世帯に居住する 10 歳以上の

世帯員約 18 万人を対象としており、生活時間に関しては 2 日間(48 時間)の自記式である。生活

時間調査としては世界で最も対象者が多い調査であり、都道府県別などの詳細な統計結果はイン

ターネット上で公表されている(総務省統計局(2007))。 
このほかに、日本放送協会放送文化研究所が 1960 年から 5 年に 1 度実施している「国民生活

時間調査」がある。最新の 2005 年の調査では全国 150 地点で 12,600 人を対象に実施され、社

会生活基本調査と同様 2 日間(48 時間)の行動を記入する。回収率は 61％で、データは公表され、

様々な研究にも用いられている(NHK 放送文化研究所(2006))。 
 

3.5.3.  間接的方法 

3.5.3.1. 場所と時間から推定する方法 

対象者の滞在場所と滞在時間を把握し、それぞれの場所の平均濃度から個人曝露量を推定する

方法で、対象期間中の「生活活動日誌」（time-activity diaries）によって推定に必要な滞在場所

と滞在時間を把握する。 
家屋が幹線自動車道の沿道にある場合や工場等が近接する等、粒子状物質の発生源がある場合

を除いて、通常の家屋の屋外の環境濃度はほぼ均一であることから、家屋周辺の測定場所による

濃度の不均一性はないとみなすことができる。一方、屋内濃度は喫煙や線香などの発生源を除外

したとしても、調理を行う台所、多くの時間を過ごす居間、寝室などの場所では、日平均濃度が

異なると考えられる。その一方、家屋内の場所による濃度の違いが把握できていないことや一つ

の対象家屋の中に多数の測定器を設置することができないため、通常は最も長時間を過ごす居間

にサンプラを設置して、割り切って屋内濃度を代表させることが多い。 
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3.5.3.2. PM2.5以外の汚染物質濃度から推定する方法 

粒子状物質中の多様な成分の分析結果から、放出源ごとの粒子濃度を推定し、その和として個

人曝露総量（T）を求める手法もある。 
 
  T=（Ea＋Eai）＋（Eig＋Eir＋Epc）＝A＋N 
 
これは 3.1 で記述したものであるが、各項ごとに曝露を推定し、その総和として曝露を求める

という考え方である。 
屋内の環境 PM や屋内発生 PM の濃度を評価するために、マスバランスモデルが用いられる。 
屋内への環境粒子の侵入率（FINF）は、 
 

FINF＝Cai／C＝Pa／（a＋k） 
 
と表すことができる。ここで P は浸透率、a は時間当たり換気回数、k は除去率である。 
微小粒子に含まれる物質が体内に取り込まれ、その代謝物が尿中の排出される濃度から曝露量

を推定する方法も試みられている。個人曝露測定の最終的な目的は、体内に取り込まれる量を知

ることであるから、大気汚染物質の代謝物を正確に測定することは、DEP などのより正確な個

人曝露の指標となる可能性がある。しかし、DEP に特異的で分析可能な量が存在する物質はま

だ見つかっていない。現状では粒子状物質以外からの取り込み（食事など）の影響を排除できな

いが、PAH や NPAH の尿中代謝物の分析が行われ、曝露指標化の試みが進められている。 
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4. まとめ 

4.1. 大気中濃度 

米国の測定例 

米国の事例として、1999～2001 年の３年間にわたる AIRS（Aerometric Information 

Retrieval System）のデータベース、IMPROVE、米国クライテリアドキュメント（1996 PM AQCD）

の資料を主に用いて、PM10、PM2.5および PM10-2.5の実態がまとめられている。 

1999～2001 年の３年間における全米の PM10濃度は、年基準値（50μg/m3）以下で、測定

局全体の中央値は 23μg/m3であり、1992 年以降の年平均値の推移は、都市部とその周辺部

では減少傾向、農村部では 1996 年以降は横ばい傾向にあった。 

全米全体の都市部およびその周辺部で PM10 濃度が長期にわたり年々減少傾向を示してい

るのは、環境政策などの規制効果等により粗大粒子と比較して大気中での寿命が長い微小

粒子の減少によると考えられている。 

PM2.5の 1999 年から 2001 年までの３年間の全米測定局の中央値は 13μg/m3であり、カリ

フォルニアや南東部域の年平均濃度が高く、17μg/m3 を超えている。AIRS（Aerometric 

Information Retrieval System）データによる全米大都市域の年平均濃度は 6-30μg/m3 の

範囲にあり、東部や西部の大都市部では夏季に最も濃度が高くなる傾向があり、硫酸塩を

はじめとする二次生成粒子によるものと考えられている。 

多くの都市域における PM2.5および PM10の濃度は、概して過去十数年減少傾向にあったが、

ここ数年は横ばい状態であるといえる。南カリフォルニアでは、1994～1998 年の５年間に

おいて地域によって差があるものの、硝酸塩、硫酸塩、アンモニウム塩などの PM2.5主要成

分の減少に伴い、2-37%の PM2.5濃度が減少したと推定されている。 

米国東部の PM10バックグラウンド濃度は 4～8μg/m3と推定され、PM2.5バックグラウンド

濃度は 2～5 μg/m3と推定された。一方、西部の PM2.5バックグラウンド濃度は 1～4 μg/m3

と推定されている。 

2001 年 10 月から 2002 年 9 月の１年間、カテゴリーごとに選択された 13 代表地点におけ

る PM2.5の主要成分は、有機炭素、硫酸イオン、硝酸イオン、アンモニウムイオン、元素状

炭素である。注目すべきことは、元素状炭素は有機系炭素よりもはるかに濃度が低く、有

機系炭素（OC）/元素状炭素（EC）の比が約 4～6となる地点が多いことである。硫酸イオ

ンと硝酸イオンのイオン当量和とアンモニアのイオン当量が概ね釣り合っている地点が多

く、硫酸アンモニウムおよび硝酸アンモニウムで存在していることが示唆されている。な

お、いずれの金属元素も上記野の主要成分濃度よりも１桁以上低かった。金属類において

特徴的なことは、Ca、Fe、Ai、Si、Na など土壌起源や海塩起源と思われる元素が、PM2.5に

おいても主要金属類であることである。 

フィラデルフィアとフェニクス（アリゾナ州）における PM2.5および PM10-2.5の化学組成に

おいて、Al、Si、Fe などの地殻起源元素は、PM2.5濃度よりも PM10-2.5濃度と相関関係が高い。

PM2.5中の重金属類（Cr、Ni、Cu、Zn）の濃度は類似しており、Cr と Ni が約１ng/m3前後、

Cu が 5-10ng/m3、Zn が 10ng/m3のオーダーにあった。 

日本の測定例 

日本では、環境省が平成 13～18 年にかけ、PM2.5および大気環境基準の対象となっている

浮遊粒子状物質（SPM）を対象とし、それぞれ 35、31 地点で測定を実施した。SPM はβ線式

粉塵濃度計で、PM2.5は 50℃加熱方式 TEOM による連続測定（2001～2006 年、平成 13～18 年）

を行った。いずれも自動車排ガス測定局で顕著な濃度低下がみられ、都市部一般局では初

期に減少したが最近では横ばい傾向、非都市部一般局では全体にわたって横ばいであった。

PM2.5/SPM 比が冬季に最も低くなる傾向にあったが、地域差は認められなかった。高温多湿

の夏季におけるそれぞれの測定機器（方法）の違いによるものと思われ、SPM と PM2.5の本

質的な粒子特性とは考えられない。 

SPM(β線)とのPM2.5(TEOM)質量濃度の月変動は、全国的には春季から夏季にかけて（4～7 

月）、または晩秋から初冬季（11 月頃）に濃度が高くなる傾向にあり、12月～2月頃に低

くなる傾向にあった。その傾向には地域的な特徴が認められ、また、関東地方の一般局及
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び自排局、東海地方の自排局では11 月頃の初冬季も夏季と同程度の濃度で高くなり、近

畿・中国地方及び九州地方では、春季から夏季（4～7月）が高くなった。一般に、高濃度

になる要因としては、春季から夏季にかけては光化学反応が活発に行われることによる二

次粒子の生成、また、他の季節に比べ黄砂が春季に多く観測されるため、その影響を受け

て濃度が高くなることがある。一方、11 月は、大気境界層が安定形成され大気汚染物質の

拡散抑制作用が顕著になった結果と考えられる。 

時間値変動から、自動車排ガス測定局と都市部一般局で朝夕に極大値を示す傾向があっ

たが、その傾向は自動車排ガス測定局で特に顕著であり、非都市部一般局でその傾向は弱

かった。 

SASS 法により得られた PM2.5の主要な成分は元素状炭素（EC）、有機炭素（OC）、硝酸イ

オン（NO3
－）、硫酸イオン（SO4

2－）、アンモニウムイオン（NH4
+）である。一般局では硫酸

イオンの占める割合が最も多く、自排局では元素状炭素の占める割合が最も多い。一般局

のうち都市部と非都市部を比較すると、都市部では非都市部より硝酸イオンの占める割合

が多くなっており、非都市部では都市部より硫酸イオンの占める割合が多くなっている。

炭素・イオン成分の積み上げ値と PM2.5（SASS）の質量濃度の差をその他の影響「Other」と

して表示すると、非都市部（一般局）→都市部（一般局）→自排局の順に Other の割合が

小さくなる。人為発生源の寄与率が高い区分の PM2.5は、上述成分で充分に説明できる割合

が多いことを示している。 

季節別の成分の割合をみると、一般局、自排局ともに夏季には硫酸イオンの割合が増加

し、硝酸イオン及び塩化物イオンの割合が減少した。これは、気温の高い夏季には揮発性

の高い硝酸塩や塩化アンモニウム等がガス化し、夏季気温程度で安定な硫酸塩が相対的に

増えたためである。 

平成13～18 年度に観測した粒子状物質質量濃度の全平均粒径分布をみると、微小粒子側

の0.5µm と粗大粒子側の5µm の粒径をピークとし、1～2µm が谷となる二山型の分布とな

り、自排局では微小粒子側の粒径の濃度が一般局に比べやや高くなった。一般局の都市部

と非都市部での比較では微小粒子、粗大粒子ともに都市部の方で濃度が高くなっており、

特に微小粒子側でその差が大きくなっている。 

PM2.5の主要成分である炭素成分について、元素状炭素（EC）は0.5µm 以下の微小粒子側

の粒径に偏在し、有機炭素（OC）は0.6µm 付近にピークをもつ濃度分布形を示す。都市部

の一般局及び自排局では4µm 付近の粒径でもECとOC濃度がやや高くなる傾向がある。 

 イオン成分については、硫酸イオンとアンモニウムイオンは微小粒子側の一山型、硝酸

イオンは微小粒子と粗大粒子の二山型、塩化物イオンは微小粒子と粗大粒子の二山型（粗

大側に多く分布）を示す。全体的に、自排局と都市部の一般局は同じような傾向を示して

いる。 

金属成分については、Fe、K、V、Mn が自排局および都市部域が非都市部に比べ濃度が高

く、人為発生源の寄与が高いことを裏付け、Al、Na が測定局属性別の差が見られなかった。

なお、粗大粒子側に主に存在する一山分布型元素（Al、Na、Fe、（Mn は非都市部域のみ））

と微小粒子側と粗大粒子側の二山分布型元素（K、V、（Mn は自排局と都市部域で））があ

る。 

米国と日本の比較 

米国の PM10、PM2.5とわが国の SPM、PM2.5について比較をしてみると、これまでの測定結果

からは、米国については一般局に相当する測定局において測定していることもあるが、全

体的に日本の PM2.5 濃度は、米国に比べて高い傾向にある。OC/EC、SO4
2-および NO3

-につ

いて比較を行ったところ、OC/EC 比ついてはわが国に比べて、米国のそれがかなり大きか

ったが、SO4
2-および NO3

-については、比較的同等な値を示している。主要な金属成分につ

いて比較を行ったところ、Al 以外の成分濃度について違いがみられており、特にわが国の

V 濃度が米国のそれに比較して高い傾向にあり、排出源別寄与濃度の違いによるものと考

えられる。 
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4.2. 発生源影響 

排出量の推計 

大気中微小粒子の評価を行うためには、各種発生源から排出される粒子状物質（一次粒

子）の排出量を把握することに加えて、大気中粒子の約半分を占める二次生成粒子の原因

となる前駆物質に関する排出量を把握する必要がある。 

粒子状物質に関する排出量の推計に当たって、排出量を把握することが望ましい物質と

しては PM、NOx、CO、Sox、NMVOC、NH3、HCl があげられる。 

各種発生源からの大気汚染物質排出量を算出する方法としては、排出量の実態調査をも

とに排出量を算出する方法と原単位法と呼ばれる排出係数に活動量を乗じて間接的に推計

する方法とがある。 

実態調査に基づく排出量の算出では、環境省が実施している大気汚染物質排出量総合調

査（以下、マップ調査）が良く知られている。この調査では、全国の都道府県、指定都市、

中核市及び大気汚染防止法に定める政令市を対象に、大気汚染防止法に基づき届出された

ばい煙発生施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設等を対象として、ばいじん、

NOx、SOx排出量の個別調査を行っている。この調査は、ある規模以上の事業所からの排出量

の実態を反映したものと言えるが、大気汚染に係わる全ての発生源を網羅している訳では

ないことに加えて、二次粒子の前駆物質である NMVOC、アンモニア、塩化水素等については

調査対象外である。そのため、大気環境評価予測モデルの入力データとしての排出インベ

ントリの作成には、実態調査に基づく方法と原単位法が併用されている。 

原単位法では、単位活動量当たりの排出係数を設定し、各種統計資料等より求めた活動

量を乗じて排出量を算出するが、特に我が国では、排出係数の情報は少なく、数少ない測

定値や諸外国における値を使用しているのが実状であり、その代表性や活動量との対応に

ついては、注意が必要である。 

推計方法を、大規模固定発生源、中小事業所等、移動発生源、自然起源等に分類して、

これまでにわが国で実施されてきた推計方法を示すと共に、わが国における粒子状物質に

関する排出インベントリの現状を、発生源排出量、発生源別プロファイル(NMVOC の組成、

粒子状物質の組成・粒径分布)整理している。また、米国や欧州における海外における粒子

状物質に関する排出インベントリの現状も整理している。 

粒子状物質に関する我が国の排出インベントリについては、これまで、推計例が幾つか

存在するが、その推計には課題(排出量総合調査の対象施設以外の発生源データの整備、排

ガス性能が大きく変化している新しい車両の排気組成に関する情報収集、植物起源のエミ

ッションインベントリの整備)が残されている。 

 

レセプターモデル 

大気汚染物質制御の最適政策を展開するために汚染質の発生源寄与濃度の把握が必須で

あり、いろいろなモデルを用いて推定される。その代表的なアプローチは発生源あるいは

拡散モデルと呼ばれるものとレセプターモデルである。シミュレーションモデルでは発生

源インベントリーから出発し、汚染質の輸送と変質をシミュレートして最終地点での大気

質への影響を推定する。米国 EPA によるシミュレーションモデルによる計算コードに CMAQ 

(community multiscale air-quality）があり、大気の反応性、 輸送、汚染質の沈着など

のシミュレーションに広く利用されている。他方、レセプターモデルの出発点は環境大気

の測定であり、そこから逆に辿って発生源寄与濃度が推定される。 

 PM2.5の新環境基準達成に向けて開発されたソフトウェア CMB7、それに続く CMB8 とその使

用手引が提供され、広く発生源寄与の定量評価に利用されている。 

 レセプターモデルは CMB モデルと多変量モデルに大別される。CMB モデルでは、発生源プ

ロファイルと呼ばれる発生源粒子の化学成分データが必要である。この発生源プロファイ

ルを利用することによって 1 組の環境測定データによっても簡便に発生源寄与を推定でき

る。しかし、対象地域での主要な発生源とその代表的な発生源プロファイルを必要とする

ことは、CMB 法の大きな短所である。これに対して、多変量モデルでは、多数個の環境測定
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データを統計的に解析処理して、主要発生源数とそれら発生源プロファイル及び寄与濃度

を同時に導出しようとするものである。近年開発されたモデル PMF/PMF2（Positive Matrix 

Factorization）、ME（Multilinear Engine）及び PMF3（3-dimentional PMF）が、また Unmix

とともに、EPA の支援を得て発生源寄与解析ツールとして急速に普及している。ここでは、

レセプターモデルの原理、マスクロージャーモデル、CMB モデル、多変量モデル、同位体利

用法などのレセプターモデルによる質量濃度の推定法、発生源寄与率の解析、化石燃料や

バイオマスからの寄与の推定に関する知見を整理している。 

主要成分の分析値から再構築した質量濃度とフィルタ秤量法で測定された微小粒子濃度

との一致性を調べるマスクロージャーモデルにより精度管理された精度の良い環境データ

の提供は、CMB法やPMF解析による発生源寄与濃度の推定に大いに貢献している。米国では

PM2.5の規制開始に前後して、CMB法による発生源寄与濃度の推定が普及していったが、この

背景に解析ツールとしてのEPAによるCMB関連ソフトの提供、主要発生源プロファイルの充実

が大きく貢献している。さらにCMB解析における指標成分を有機物まで広げることによって、

PM2.5の主成分である炭素成分発生源の同定が著しく改善されている。 

さらにPM2.5の規制後、大量の精度管理された環境データが提供されるようになり、これ

らの環境情報を解析するツールとして、EPAはPMFとUnmixを採用し、CMBの場合と同様に解析

ソフトウエアを提供した結果、環境データのみから発生源寄与濃度と発生源プロファイルを

推定できるようになっている。これら多変量モデルによる解析では先験的な発生源情報は必

要としないが、予想もつかない発生源因子が抽出されることがあり、解析結果の解釈に留意

する必要がある。 

 以上のように、大気エアロゾル粒子の発生源寄与推定に限っても著しい進展があるが、こ

の背景には性能向上の著しいコンピュータや計測・分析機器、AMS(Aerosol Mass 

Spectrometer)の存在が窺える。 

 

シミュレーションモデル 

粒子状物質(PM)の発生源別寄与濃度を推計する場合には、一般的に、レセプターモデル

が使用される。一方、シミュレーションモデルで発生源別寄与濃度を算出するためには、

発生源から排出される一次粒子ならびに二次粒子の前駆ガスが大気中で輸送・変質・沈着

する複雑な物理化学過程をシミュレートする必要があり、不確実性は大きい。しかし、シ

ミュレーションモデルは、発生源別寄与濃度の時空間分布を計算できること、発生源地域

や個々の発生源からの寄与濃度を推計できること、対策効果の評価や将来予測に使用でき

ること、といったレセプターモデルにはないメリットがある。 

国内で PM を対象としたシミュレ－ションモデルは、行政調査用には解析型モデルが、

研究用には数値型モデルが使用されることが多い。一般的に、解析モデルは SPM 年平均濃

度の再現性が高く、少ない情報で環境濃度を推計でき計算も容易である。しかし、エアロ

ゾルの変質や粒径分布を考慮していない、前駆物質量とエアロゾル生成量の間に比例関係

を仮定した簡略な二次エアロゾル生成モデルを使用している、領域外からの流入はバック

グラウンドとして成分別の一定値を与える、単純な拡散場・輸送場を仮定している、など

の課題がある。また、国内で使用されている解析モデルは、国際的に充分、認知されてい

ないと考えられる。 
 

一方、数値モデルは解析モデルでは扱わない（もしくは、非常に簡略化して扱う）PM の

変質や粒径分布、二次粒子生成、領域外からの流入、複雑な拡散場・輸送場での物質輸送

などを詳細にモデル化でき、排出データや気象データが正確であれば、より確かな結果が

得られる。特に、発生源対策により一次粒子が低減し、相対的に二次粒子の割合が増加し

ている現状を考慮すると、数値モデルの必要性・重要性が増加している。しかし、数値モ

デルは、解析モデルに比べて計算負荷が大きく、例えば、年平均値のような長期評価や多

数ケースの感度解析を行う場合に問題となることがある。また、エアロゾル濃度の現況再

現性が不十分な場合があり、その一つとして、二次生成有機粒子(SOA)を過少評価すること
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があげられる。この原因としては、SOA モデルとともに SOA 前駆物質の排出インベントリ

の問題も考えられる。一方、炭素同位体を使った解析結果によると、東京都心で初冬季に

観測された PM2.1中の炭素粒子に対する大きな生物起源の影響も指摘されている。 
 なお、国内において一次粒子の発生源別寄与率をシミュレーションモデルで評価した場

合、レセプターモデルによる結果と大きな乖離が生じる可能性がある。国内では、このよ

うな比較資料が皆無であるため、早急に両者の比較研究を実施することが重要であり、そ

の結果も踏まえて、排出インベントリの改良を進める必要がある。 
 

4.3. 人への曝露様態 

大気中の粒子状物質濃度と個人への粒子状物質の暴露の関係を明らかにするためには、

１）モニタリングサイトで測定した広範囲の環境を代表する環境大気濃度と家屋近傍の屋

外等のより居住空間に近い大気濃度との関係、２）居住空間に近い大気濃度と家屋内の濃

度との関係、３）家屋内の濃度と個人曝露との関係を観察する必要がある。 

環境省「微小粒子状物質曝露影響調査報告書」（平成 19 年 7 月）に７地域の調査結果が

掲載されている。地域内の測定局に家屋内外の測定に用いたサンプラで同時に測定した結

果、PM2.5 の屋外の平均濃度は測定局における濃度とほとんど一致していることが確認され

た。多くの場合屋内濃度の方が屋外濃度より低いか同じレベルであることがわかった。ま

た、この調査に限らず欧米などの多くの調査でも屋内濃度と個人曝露量には強い相関があ

り、ほぼ同じ濃度であることも確認されている。特に、沿道など屋外濃度が高い場合には

屋内の方が屋外より低い傾向があった。 

よって、個人曝露濃度と環境濃度に関する相関関係の強さは、屋外濃度と屋内濃度に関

する相関関係の強さを見ることで概ね推定できることになる。 

個人の暴露には、屋外の一般環境から曝露される粒子状物質のほか、屋内で生成された

粒子状物質による非環境大気成分、または個人の活動による屋外大気粒子状物質の濃度と

うまく相関しないように思われる成分も含まれる。また、日本人は平日の生活時間の約 90％

を屋内で過ごしている等の統計も踏まえれば、個人曝露はほとんど屋内濃度によって決定

されるのが現状である。屋内の人の行動は屋内大気中へ粒子状物質を発生させる原因でも

あるが、屋内で靴を脱ぐなど欧米と異なる日本の生活習慣が欧米に比べ屋内濃度を増加さ

せない原因かもしれない。 

米国における調査では、屋内への粒子状物質の侵入は空気交換率に依存するが、屋外環

境の粒子は、0.5µm 以上では粒径が大きくなるほど侵入率が低下し、0.1µm 以下では小さく

なるほど侵入率が低下し、夜間では 0.1～0.5µm ではほぼ 90％から 100%が屋外からの粒子

であるという結果であった。また、屋内に浸透する環境 PM は空気の交換率が低い秋よりも

交換率が高い夏に高くなっていた。 

また、PM2.5 に該当する微小粒子は粗大粒子や超微小粒子に比べて地域内での濃度の差が

小さいことも知られている。さらに、PM2.5 は、粗大粒子に比べ屋内に侵入しやすく、屋外

濃度との差が小さいことから、PM10以上に個人曝露濃度との相関が強く、PM2.5の環境濃度は、

個人曝露濃度の代替指標として適していることを示している。 
 
 


